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１．はじめに 

運輸部門からの二酸化炭素排出量は世界的にも

一定シェアを占めており、引き続きその抑制に努

める必要がある。一方、アジア各国では今後更な

る経済成長に伴い、現在、圧倒的シェアを占める

二輪車が四輪車に転換されていくことが予想され

る。本調査はこのような背景を踏まえ、二輪車が

地球環境負荷軽減の観点から優位な道路交通モー

ドであることを再考し国際的な政策提言に繋げて

いくものである。なお、本調査はインドネシア

RDCRBとの二国間共同研究として現在進めている。 

 

２．四輪車・二輪車・電動二輪車の実走行時二酸

化炭素排出量比較調査 

二輪車・電動二輪車が四輪車に比べて地球環境

に優しい道路交通モードであることを確認するた

め、これらの車両からの実走行時二酸化炭素排出

量比較調査を実施した。調査は東京都内の常時混

雑している一般道路(代々木公園～日比谷公園、延

長9.2km)において、2011年9月27～29日の平日3日

間の昼間12時間に実施した。調査車種は四輪車(登

録自動車)、二輪車(250cc、125cc、50cc)、電動二

輪車(50cc相当)とし、車両諸元が同一車種中平均

的な車両を選定した。二酸化炭素排出量は燃料消

費量・電力消費量から換算するものとした。燃料

消費量は走行後の実給油量、電力消費量は走行後

の充電量を各々測定した。調査実施状況を写真１

に示す。 

 

写真１ 調査実施状況 

３．調査結果概要 

調査結果の一例として、旅行速度と二酸化炭素

排出量の関係を図１に、車種別平均旅行速度・二

酸化炭素排出量を表１に示す。本調査結果から下

記の傾向がわかる。 

－二酸化炭素排出量は、四輪車(エアコンON)、四

輪車(エアコンOFF)、二輪車、電動二輪車の順に

小さくなる。すなわち四輪車に比べ二輪車、更

には電動二輪車のほうが地球環境上優位である。 

－平均旅行速度は、混雑区間では四輪車に比べ二

輪車(250cc・125cc)の方が大きくなる。 

－各車種とも平均旅行速度が大きくなれば、二酸

化炭素排出量は小さくなる。 

今後は、二輪車の2つの優位性(二酸化炭素排出

量低、混雑時旅行速度大)の相乗効果分析や、四輪

車・二輪車転換による各国からの二酸化炭素排出

量の動向分析等を進める予定である。 
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図１ 旅行速度と二酸化炭素排出量の関係 

表１ 車種別平均旅行速度・二酸化炭素排出量 
調査項目 平均旅行速度 平均CO2排出量

調査車種 [km/h] [g-CO2/km]

四輪車 ｴｱｺﾝON 14.7 287.2
四輪車 ｴｱｺﾝOFF 15.3 184.0
二輪車 250cc 17.9 62.7
二輪車 125cc 18.4 66.3
二輪車 50cc 15.5 50.4

電動二輪車 50cc相当 15.5 11.0  

謝辞：本調査で用いた電動二輪車はヤマハ発動機(株)

よりEC-03を借用頂いた。ここに記して謝意を表す。 
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１．処理過程からの温室効果ガス発生抑制 

下水処理研究室では温室効果ガス（以下、GHG）

の発生抑制を目的として、下水処理場におけるGHG

発生量を推定するための統計調査、下水処理工程

等で発生するメタン（以下CH4）と一酸化二窒素（以

下N2O）の実態把握と発生抑制に関する調査、下水

処理や再利用における資源・エネルギー消費に伴

う炭酸ガス発生量に関する調査、等を実施してき

た。その結果、GHG発生率などが概ね明らかにされ、

生物処理に伴うN2Oを除き、対策もほぼ確立されて

いる。下水道に関連するGHG 発生源としては、こ

れまでに扱ってきたものの他、下水道管渠内での

CH4発生や放流先でのN2O発生が指摘されており、

今後取り組むべき課題と考えられる。 

 

２．下水資源を活用した発生抑制 

下水道の保有する熱やバイオマス資源及びこれ

らをエネルギーとして活用するための技術開発が

進められており、GHG削減技術として普及促進が望

まれる。そのため、国土交通省下水道部は下水道

革新的技術実証事業を平成23年度から開始し、当

研究室の研究委託として複数のシステムを実証中

である（図に一例を示す）。この事業は平成24年

度も新規課題を募集して継続される予定である。

この様な実証研究に加え、これらの技術の普及を

支援するため、地域特性を考慮して下水処理場へ

の技術導入適性を評価するガイドラインの策定に

向けた研究を実施している。また、都市研究部都

市施設研究室と共同で、都市における下水道など

の公益事業に係るエネルギー連携や街区レベルで

のエネルギー構造改善技術の評価、都市計画によ

る規制・誘導施策や国内排出量取引制度のあり方

による影響などについての検討を行った。 

 

３．下水再利用による温暖化適応策の検討 

地球温暖化が進行すると、洪水や渇水が頻発

して利用可能な水資源が減少したり、都市化に

よる高温化傾向が進行して都市環境が悪化し

たりすると考えられている。この様な現象に適

応するために再生水利用が有効な手法である

と考えられている。当研究室では、再生水を利

用して行う様々な適応策について、環境への負

荷や経済性の観点から評価することや、再生水

の安全性を高めて利用に伴うリスクを低減さ

せること等について検討を行って来た。今後も

これらの取り組みを継続し、適応策としての再

利用に関する総合的評価手法の提案を目指す

ことにしている。 
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図 下水道革新的技術実証事業の例 
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